
とが必要である。  

力 人材育成に関する事項   

力 従業者の資質の向上   旅館業の新たな発展を期するためには、接客技術力、調理技術  

力、情幸剛文集力等の質的な経営資源を充実させ、経営力の弓削ヒを  

図る必要があるが、特に人材の育成は、経営力の強化の観点から  

重要である。したがって、営業者は、自ら進んで情報の収集、調  

理技術の開発、接客技術の向上等自己研さんに努め、職場内指導  

を充実するとともに、都道府県指導センターや組合等の実施する  

旅館業の新たな発展を期すためには、接客技術力、調理技術力、  

情幸剛文集力等の質的な経営資源を充実させ、経営力の強化を図る  

必要があるが、特に人材の育成は、経営力の強化の観点から重要  

である。したがって、営業者は、自ら進んで情報の収集、調理技  

術の開発、接客技術の向上等自己研さんに努め、職場内指導を充  

実するとともに、従業者に組合等の実施する研修会及び講習会へ  研修会、講習会への参加、技術検定試験の受験、外国人接客のた  

めの語学研修等により従業員の資質の向上を図り、その能力を効  

果的に発揮できるよう努めるとともに、適正な男働条件の確保に  

の参加、技術検定試験の受験、外国人接客のための語学研修等を  

行わせ、従業者の資質の改善や向上を図り、その能力を効果的に  

発揮できるよう努めることが必要である。さらに、従業者に意欲  努めることも必要である。   

なお、外国人接客のための語学研修等にあたっては、英語のみ  と働きがいを持たせるよう、適正な労働条件の確保に努めること  

ならず、韓国語、中国語等近隣アジア諸国の言語についても充実  も必要である。  

に努めるほか、在留外国人と交流し、外国人宿泊客とのコミュニ  

ケーション能力の向上を図ることは、外国人宿泊客の増加のため  

の取組として有効である。  

キ 経営診断の活用  

営業者は、旅館業においては、経営者が変わることがほとんど  

ないため、経営手法が固定的になりやすく、新たな経営課題が発  
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生した場合に、経営の改善に取り組むことが難しい面がある。こ  

のため、このような営業者は、都道府県指導センター等の経営指  

導機関による経営診断や連合会が運営する経営改善金融委員会を  

積極的に活用することが望まれる。  

キ シルバースター登録制度の推進に関する事項   

ウ シルバースター登録制度の推進  

シルバースター登録制度とは、高齢者等が快適に過ごせる利用   

しやすい宿泊施設の整備を図る必要から、設備、サービス及び料   

理面で一定の基準を充足する旅館を対象に、連合会が認定登録す   

る制度である。  

営業者は、高齢者等が安心して利用できる施設の整備及びサー  

シルバースター登録制度とは、高齢者等が快適に過ごせる利用  

しやすい宿泊施設の整備を図る必要から、設備、サービス及び料  

理面で一定の基準を充足する旅館を対象に、連合会が認定登録す   

る制度である。   

営業者は、高齢者等が安心して利用できる施設整備等の重要性  

を認識し、サービス内容を利用者に容易に分かるようシルバース  

ビスの提供に努めるとともに、高齢者等に配慮した施設であるこ  ターの認定登録を受けるよう努めるものとする。   

とが利用者に容易に分かるようシルバースターの認定登録を受け   

るよう努めるものとする。   

営業者に対する支援に関する事項  

（－）組合及び連合会による営業者への支援  

組合及び連合会においては、営業者における自立的な経営改善の   

取組を支援するため、都道府県指導センター等の関係機関との連携   

を密にし、以下に掲げるような事項についての取組を行うよう努め  

るものとする。  

営業者に対する支援に関する事項  

（－）組合及び連合会による営業者の支援  

組合及び連合会においては、営業者における自立的な経営改善の   

取組を支援するため、都道府県指導センター等の関係機関との連携   

を密にし、以下に掲げるような事項についての取組を行うよう努め  

るものとする。  

ア 衛生水準の向上のための技術、知識及び意識の向上に関する事  
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境の保全に積極的に努めるものとする。  

食品循環資源等の再生利用の推進  

旅館業は宿泊客に対して食事を提供することが多いため、食品残さ  

なお、旅館業は宿泊客に対して食事を提供するため、食品廃棄物が  

発生しやすいが、食品廃棄物の量が多く、食品循環資源として分別す  

るのに経費等がかかり、リサイクル対策が必ずしも十分でないため、  

組合等が積極的に支援する必要がある。また、これらの対策は、住民  

の生活環境に身近な問題であり、個々の営業者や組合だけでなく、地  

域の自治体や自治会が関与しながら、地域全体で取り組むことにより、  

や割り箸等の廃棄物が発生しやすいが、食品廃棄物等の量が多く、食  

品循環資源として分別するのに経費等がかかり、リサイクル対策が必  

ずしも十分でないため、組合等が営業者に対し十分なリサイクル対策  

がなされるよう積極的に支援する必要がある。また、これらの対策は、  

住民の生活環境に身近な問題であり、個々の営業者や組合だけでなく、  

地方公共団体や自治会が関与しながら、地域と共に取り組むことによ  

効果的で効率的な取組が可能となる。  り、効果的で効率的な取組が可能となる。   

このため、組合及び連合会においては、地方公共団体等と連携しな  

このため、組合及び連合会においては、地域の自治体等と連携しな  がら、旅館業における食品資源等を再生利用するための体系を構築す  

るとともに、業種を超えた組合間で相互に協力し、組合員以外の営業  

者にも参加を促す等の普及啓発を行い、旅館業の営業における環境の  

保全やリサイクル対策に関する取組を推進するよう努めるものとす  

がら、旅館業における食品資源等を再生利用するための体系を構築す  

るとともに、業種を超えた組合間で相互に協力し、組合員以外の営業  

者にも参カロを促す等の普及啓発を行い、旅館業の営業における環境の   

保全やリサイクル対策に関する取組を推進する。   。   

これらの取組を通じて、旅館業の営業者においては、食品循環資源  

の再生利用等の実施率を平成二十四年度までに四十パーセントに向上   

させるよう、食品循環資源の再生利用並びに食品残さ等の発生の抑制  

これらの取組を通じて、旅館業の営業者においては、食品循環資源  

の再生利用等の実施率を平成十八年度までに二十パーセントに向上さ  

せるよう、食品循環資さ原の再生利用並びに食品廃棄物の発生の抑制及  及び減量に努めるものとする。  

び減量に努めるものとする。また、株式会社日本政策金融公庫におい  

ては、これらの営業者の取組に対して、生活衛生貸付による融資の実  
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施等必要な支援に努めるものとする。   

少子・高歯針ヒ社会等への対応   

営業者は、人に優しい地域の宿づくりを目指すために、足腰の弱い  

高齢者や障害者、乳幼児連れの家族等でも気軽に宿泊できるよう、バ  

リアフリー対策に積極的に取り組むとともに、高齢者や幼児が食べや  

すい食材を使ったメニューの開発や聴覚障害者向けの振動で知らせる  

目覚まし時計、文字放送を放映できるテレビ、エレベーターの点字案  

内板やユニバーサルデザインに配慮した備品の整備など、少子・高齢  

少子高齢社会への対応   

営業者は、人に優しい地域の宿づくりを目指すために、足腰の弱い  

高齢者や障害者、幼児連れの家族等でも気軽に宿泊できるよう、バリ  

アフリー対策に積極的に取り組むとともに、高齢者や幼児が食べやす   

い食材を使ったメニューの開発や聴覚障害者向けの振動で知らせる目  

覚まし時計、文字放送を放映できるテレビ、エレベーターの点字案内  

板等備品の整備など、少子高齢社会における幅広い取組が期待される。   化社会における幅広い取組が期待される。   

また、高齢者等の健康増進や機能回復のためのリハビリ機能も取り  

入れるなど、高齢者等の健康に配慮した取組も期待される。その場合  

には、利用者に対する効果的な入浴方法の指導、健康管理のための専  

門医師との連携等管理できる体制を整えておくことが重要である。な  

お、営業者は、行政等との連携のもとに、生きがい対応型デイサービ  

ス事業（高齢者生きがい活動支援通所事業）に参加するなど、地域住民  

の福祉の向上に貢南犬するよう努めるものとする。   

このほか、営業者は、旅館業の施設が身体障害者補助犬法（平成十  

また、高齢者等の健康増進や機能回復のためのリハビリ機能も取り  

入れるなど、高齢者等の健康に配慮した取組も期待される。その場合  

には、利用者に対する効果的な入浴方法の指導、健康管理のための専  

門医師との連携等管理できる体制を整えておくことが重要である。な  

お、営業者は、行政等との連携のもとに、生きがい対応型デイサービ  

ス事業（高齢者生きがい活動支援通所事業）に参加するなど、地域住民  

の福祉の向上に貢南犬するよう努めるものとする。   

このため、組合及び連合会においては、地域の自治体等と連携しな  四年法律第四十九号）により身体障害者が同伴する身体障害者補助犬  

がら、生きがい対応型デイサービス事業を推進し、効果的な入浴法を  の受入を拒否できないことを十分認識し、対応することが必要である。  

アドバイスできる人材の養成等に積極的に取り組むとともに、高齢者  

等の利便性を考慮した施設の設計やサービスの提供の研究、健康志向  

に対応した新しいプログラムの開発等を行うことにより、営業者の取  
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